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10/11の水際対策が潮目

インバウンド観光の復活

出所：JNTOのインバウンド客数データから筆者作成

2900万人
（D.アトキンソン）



インバウンド客が地域を潤すのか－例えばJR西日本

北陸新幹線

ビジネス客の減少をレジャー市場の成長によって補う
（インバウンド、高齢者の平日需要、富裕層）



リピーターほど地域の訪問へ



課題は二次交通

出所：写真＝紀の川市観光協会、グラフ＝（一社）全国レンタカー協会のデータを基に観光庁作成

例えば、和歌山電鉄貴志川線では、たま駅長で終着駅まで
観光客を集めても、紀の川市内に回遊ができない。

参照：全国の事業者数および車両数の推移（一般社
団法人ハイヤー・タクシー連合会 2019年）
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外国人による
レンタカー事故
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地域住民のいらだち
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G・ドクシーの「イラダチ度モデル」

「地域住民」と「ツーリスト」の相互関係をめ
ぐる分析の一例。
観光客の増大（観光開発）が地域住民
の価値体系を次第に破壊し、地域のアイデ
ンティティを喪失させるにつれて地域住民に
ストレスを与えはじめ、地域住民が観光とい
う行為やツーリスト達に対する「イラダチ」が増
大する。

好意度が高い

観
光
客
に
対
す
る
感
情

観光客数（観光開発） 多い

幸福

無関心

いらだち

敵意

＊「訪日外国人がもっと増えて欲しいか」との質問に、44％が「NO」 という声もある。（2015年2月2日日本経済新聞アンケート）



高齢者の免許返納

＊図表の数字は返納率（％）、横軸各年の（ ）内は返納総数（万件）
**警察庁「運転免許統計」のデータから作成

出所：ニッセイ基礎研レポート 2022年05月11日



自動運転レベル４ー５の報道

緊急時にも運転手が対応せず、全てシステム側が自動運転の主体とし
て責任を持つことにある。つまり運転手は運転操作に参加することは
想定されていない。

レベル４

事例１．ウェイモ(Google系の自動運転タクシーサービス、米フェ
ニックス、サンフランシスコ)、百度(バイドゥ)が2020年9月、中国・
重慶で自動運転レベル4搭載のバスを中国で初めてデビューさせた。
事例２．日本では、三井物産がレベル４に参入し東京～大阪間の高速
道路で貨物輸送の実証実験をおこなうこととなった。EasyRide(DeNA
と日産)は横浜市でこれまで4度の実証実験をおこなっている。

レベル５
運転手を必要とせず、走行エリアも限定されずにどんな場所の道路で
も自動運転で走行が可能な状態であり、ハンドルやアクセル、ブレー
キなども必要とせず、車内の空間デザインの自由度も格段に増す。レ
ベル4からレベル5に到達するためには、国・政府側の自動運転に対す
る法整備などのルール作りが必須になる。
事例３．中国政府が重慶･武漢でタクシー完全無人自動運転を認可した。

＊事故時の責任所在を明確にするなど、制度の確立が課題（中山幸二 明治大学教授）
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掲載：2022年11月22日日経産業新聞13面

掲載：2022年11月15日日経新聞朝刊1面

事例３． 事例２．

レベル４を2030年に20％の目標。課題は法整備



レベル５に至るまでの過渡期の10年の観光交通
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事業主体（パートナー含む）

（運行システム・受付センター）

地域住民（会員）
エリアスポンサー
（自治体・地域の事業者・
病院・宿泊施設・観光施設

など）

観光客
（インバウンド・国内客）

運行主体
（旅客事業者運送事業者）
（自家用有償旅客運送）

協賛金停留所設置
集客企画

DMO
（プロモーション・

交通案内）

乗車料金

送迎連絡
配車手配

乗車受付

乗車受付

会員受付

施設利用

・地域のタクシー・バス会社は運行主体に留まらず、地域の交通マネジメントを展開する
事業主体となるべき。地域の暮らしと観光が連携を図り、ビジネスを成立させる。
地域の暮らしには、医療・教育・介護・住宅・農業などが想定される。

乗車料金

乗車料金

乗車受付

出所：アイシンの「チョイソコ」を参考に筆者作成

プロモーション

観光セクター地域セクター



【参考】道路運送法改正による事業者協力型 自家用有償旅客運送 事例紹介
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出所：近畿大学大学院商学研究科 高橋一夫研究室

事例：一般社団法人ツーリズムいすみ

導入地域 千葉県いすみ市（旧夷隅町）

導入団体 一般社団法人ツーリズムいすみ

収入配分
・登録ドライバー ： 70％
・DMO、タクシー会社（浪花タクシー
有限会社） ： 30％

ドライバー
3人（2022年8月時点）

車両はDMOが所有

協力形態
・タクシー会社が運行管理、
ドライバー点呼、安全確認を担当

ドライバー

運行管理、点呼、
安全確認

依頼、支払い

電話で依頼 運送
利用者

DMO

タクシー会社

手配の連絡

連
携



【参考】地域DMOによる自家用有償旅客運送の実施

一般社団法人ツーリズムいすみ（千葉県いすみ市）は2021年4月より、いすみ市内で交通空白地
域となっている旧夷隅町エリアにおいて自家用有償旅客運送を開始。

実施主体：ツーリズムいすみ
運転手：地域住民
対象：観光客・地域住民
実施内容：・当初「試運転期間」と位置付け車両１台で

土日祝日のみ運行
・夷隅エリア外の岬、大原エリアへも運送
・ ガイド付き観光モデルコースも運行

出所：近畿大学大学院商学研究科 高橋一夫研究室



「人は組織を超えられず、組織は業界を超えられず」への挑戦

石井淳蔵神戸大学名誉教授は、技術が大きく変化するとき既存企業が生き残る
のは難しいと述べており、ＩＢＭがお家芸であるコンピューター事業を捨て、システム
やコンサル業に切り替えて生き残ったことを例に、大胆な『業態転換』ができるか否か
が成否を分けるという。

松下電器産業の元社長山下俊彦氏は、「人力車屋は車屋にはなれん」と言い、人
力車技術から、自動車技術に変わった時点で、人力車夫は消えていった。誰も、自
動車屋にはならなかったと、変革期の松下電器に危機感を示した。

自動運転技術のレベル５を前に、タクシー会社などが地域の交通マネジメントの主
体となることで、住民・観光客双方に利便をもたらす業態転換をおこなう事が求めら
れている。業態展開のためのサポートが、観光の二次交通にも変革をもたらす。
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